
事務事業分析シート（平成20年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

⑴対象施設 14館(直営10館･委託4館) ＊下線は委託ひろば館
①南千住地域 石浜ひろば館、南千住五丁目ひろば館、瑞光ひろば館、地蔵堀ひろば館
②荒川地域 三河島ひろば館、荒川六丁目ひろば館
③町屋地域 町屋二丁目ひろば館
④尾久地域 宮の前ひろば館、小台橋ひろば館、西尾久みどりひろば館、東尾久三丁目ひろば館、

東尾久小沼ひろば館
⑤日暮里地域 東日暮里二丁目ひろば館、諏訪台ひろば館

⑵事業内容
①消耗品購入･備品修繕
②電話料金･ＣＡＴＶ視聴料･ＮＨＫ放送受信料の支払
③受水槽･高架水槽清掃、水質検査等の契約及び支払
④清掃、消防設備保守点検等の契約及び支払

平成元年4月 ｢ひろば館構想｣実施
平成16年7月 ひろば館貸室の有料化
平成16年9月 上尾久ひろば館･町屋三丁目ひろば館が閉館
平成19年4月 西日暮里ひろば館が子育て支援部に移管される(平成20年3月閉館)

（ ） （直営の場合 ● 常勤 ● 非常勤 ● 臨時職員 ）

(単位:円)

三河島ひろば館 三河島ひろば館運営委員会 平成12年度
町屋二丁目ひろば館 町屋二丁目ひろば館運営委員会 平成10年度
東尾久三丁目ひろば館 東尾久三丁目ひろば館運営委員会 平成13年度
諏訪台ひろば館 諏訪台ひろば館運営委員会 平成10年度

終期設定
開始年度

事務事業名

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

昭和

　高齢者に対して教養の向上及びレクリエーションの場を提供し、高齢者の心身の健康増進等を目的とし
た各種事業を行う。また、3号事業ひろば館を維持するために、清掃委託や各種設備保守委託等を行う。

満60歳以上の者

目的

対象者
等

内容

実
績
の
推
移

18年度 19年度 20年度15年度 16年度 17年度

1,063
29,652

33,628
30,715

30,715

1,065
48,025

35,518
32,441
16,649

49,090
345

1,653
53,122

32,685
29,756
25,019

54,775
365

56,850

36,853
32,058
24,792

56,850
360

実施基準

39,063合計（①＋②）

②人件費

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

39,063

37,789

（単位：千円）
15年度14年度

39,063

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]
高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策 高齢者の社会参加の促進[02-01]

分野

年度
荒川区区民ひろば館条例･同施行規則

根拠
法令等

元

管理運営費(3号事業館)(09-28-87-01)
管理運営費(3号事業館)(委託分)(09-28-88-01)

事務事業の種類

課長名

年度平成

管理運営費(3号事業館)

新規事業 20年度 19年度

区民生活部 地域振興課

国（特定財源）

予算額

42,290

46,740

【事務分担量】（％）

42,290

17年度

内線 2531担当者名

計画区分

20年度19年度16年度

14年度
37,789

その他（特定財源）

事項名

43,15145,406
①決算額（20年度は見込み）

都（特定財源）

42,290一般財源

大関　英広部課名

37,789

18年度

5,796,523 5,999,318
5,673,347 5,977,700

中田　　孝

経過

必要性 高齢者を対象とした各種事業を行うひろば館の維持管理費

実施
方法

名　　　　称 委　　　託　　　先 委託開始年度 19年度決算 20年度契約

計 22,251,124 23,962,086

5,884,393 5,991,814
4,896,861 5,993,254

2一部委託

03-04-09



事務事業分析シート（平成20年度）
No2

①

②

③

①施設や設備の老朽化により、付帯設備の不備など利用者の期待に応じられないことがある。

②乳児から高齢者までの様々な世代の区民が交流できる「ふれあい館」の整備が計画されているが、用地の

確保等計画を進める上での問題が生じている。

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

計画的な設備の改善を行う。
　サービスの低下を防ぎ、利用者の要望にそったひろ
ば館運営が行える。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

500
清掃分担金

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成19年度（決算）
節・細節

管理運営委託（4館）
ステレオアンプ等

一般需用
役務費
委託料

消耗品、物品修繕
電話料金等
清掃委託等

3

622

事業用備品 1,176
管理運営委託（4館） 22,251
清掃委託等 6,429

918
1,665

金額（千円）主な事項
平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

3

消耗品、物品修繕 845
電話料金等

消耗品、物品修繕
1,867

清掃委託等 6,450
管理運営委託（4館） 23,963
事業用備品

電話料金等

清掃分担金
497

3

1,892
4,968

21,774

清掃分担金

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

施設の稼働率

備品購入
委託料

負担金

貸室も含めた部屋の稼働率
(１４館平均)

56.0% 60.0%57.0% 53.0% 55.1%

継続

前年度設定

　高齢者レクリエーション事業費を実施していく上で、施設の管理運営が
必要である。

問題点・課題の改善策検討

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

17年度 18年度 19年度
20年度
(見込)

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 未実施

03-04-09



事務事業分析シート（平成20年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

⑴文化教養及びレクリエーション事業

各種教室（書道、民謡、詩吟等）や各種サークル活動（カラオケ、ソシアルダンス等）を行うことに

より仲間づくりや自主的な活動、さらに生きがいを持って豊かな生活を送れるよう援助する。

⑵各種行事～地域別演芸大会、文化祭等でひろば館利用者相互の交流を図る。

⑶世代間交流事業、健康増進事業～平成12年度から各地域ごとに実施

⑷健康器具（高圧電界保健装置）設置

※入浴サービス及び生活・健康相談については平成14年度に廃止

（ ） （直営の場合 ●常勤 ●非常勤 ●臨時職員 ）

　平成9年9月に策定された「区民ひろば館運営改善に関する推進計画」により、ひろば館事業への住民参
加の促進及び地域コミュニティの活性化を目的として、下記の民間委託モデル事業を実施。
(ひろば館周辺の町会等の団体で構成する運営委員会に委託)

三河島ひろば館 三河島ひろば館運営委員会 平成12年度

町屋二丁目ひろば館 町屋二丁目ひろば館運営委員会 平成10年度

東尾久三丁目ひろば館 東尾久三丁目ひろば館運営委員会 平成13年度

諏訪台ひろば館 諏訪台ひろば館運営委員会 平成10年度

実施
方法

名　　　　称 委　　　託　　　先 委託開始年度 委託料

管理運営費
(3号事業館)
に計上

2一部委託

経過

　昭和38年7月1日に開所された瑞光ひろば館（旧南千住福祉館）を最初にその後19館が老人福祉館として
開所された（西尾久みどりひろば館の昭和53年開所を最後にして、現在は直営10館、委託4館、計14
館）。昭和63年の「効率的な荒川区政を進めるための懇談会（効率懇）」答申を受けて、「区民ひろば構
想」を開始した。かつて、地域活動のための場の提供や、窓口事務をはじめとする様々なサービスは、出
張所や児童館、老人福祉館など、いわゆるタテ割り行政組織のなかで運営され提供されていた。こうした
体系を、①地域公共施設の管理運営②住民活動や区政参加の促進③行政窓口事務のサービス提供、など地
域に係る行政の統合、一本化して行う組織を各地域毎で対応できるよう、5課を設置して地域行政の統合
化を図り、さらに平成16年度より5課を一本化、全地域を一括して管理運営を行うこととなった。

必要性 高齢者を対象とした踊りや歌など各種事業を行うことにより、高齢者の生きがいを作り出す。

区民生活部 地域振興課
中田　　孝

大関　英広部課名

73,824

18年度16年度15年度

78,493
76,44382,689

17年度

内線 2531担当者名

計画区分

20年度19年度

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]

老人福祉法､荒川区ひろば館条例･同施行規則

高齢者レクリエーション事業費

新規事業 20年度 19年度

予算額

80,630

86,185

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

14年度

国（特定財源）
78,493

①決算額（20年度は見込み）

80,630一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

高齢者の社会参加の促進[02-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

高齢者レクリエーション事業費(09-40-10-01)

事務事業の種類

課長名

年度平成

政策
施策

昭和
年度

根拠
法令等

38開始年度

73,824

（単位：千円）
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

80,630

95,081

65,385
64,398
60,110

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

78,493 42,246

31,578

124,508
900

29,427
507

87,312

61,311
59,670
53,565

113,235
830

25,261
155

721
65,007

59,948
59,136
30,734

89,870
710

24,142
542

34,207

59,966
59,154

59,154

24,405

18年度 19年度 20年度15年度 16年度 17年度14年度
入館者数(事業参加者を含む) 139,277

事項名
140,779 117,125

高齢者に対して教養の向上及びレクリエーションの場を提供し、高齢者の心身の健康増進を図る。

満60歳以上の者

目的

対象者
等

実
績
の
推
移

105,503110,341136,958 100,000
(見込)

終期設定

内容

03-04-11



事務事業分析シート（平成20年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

19年一定 利用基準を緩和し、地域ニーズに合わせた利用拡大について

継続 継続 高齢者の生きがいづくりの機会拡大に寄与している。

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

前年度設定 今年度設定

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

17年度 18年度 19年度
20年度
(見込)

120,000

問題点・課題の改善策検討

22

新しい利用者の参加を促進できる。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

117,125 110,341 105,503 100,000

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

入館者数(事業参加者を含む)

償還金

1,180
10,426

一般需用
光熱水費

1,208
310

ひろば館推進員報酬 40,183
同上社会保険料 4,907
臨時職員賃金 2,500
電気･ガス･水道料金

18年度都補助金返還

ひろば館推進員報酬

平成20年度（予算）
主な事項

同上社会保険料

平成19年度（決算）

11,156
消耗品費

主な事項

4,740

金額（千円）

1,702

40,161

金額（千円）

臨時職員賃金

796

41,606

消耗品費 852
電気･ガス･水道料金 10,885
臨時職員賃金

17年度都補助金返還

4,940

節・細節

電気･ガス･水道料金
消耗品費

報酬
共済費
一般賃金

ひろば館推進員報酬
同上社会保険料

平成18年度（決算）
主な事項

1,220

区民が自由に参加できるよう周知を図る。

未実施実施

利用者に固定化の傾向がある。

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

03-04-11



事務事業分析シート（平成20年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

<対象施設>

石浜ひろば館 昭和51年 7月

南千住五丁目ひろば館 昭和50年 3月

瑞光ひろば館 昭和38年 5月 木造モルタル塗り

地蔵堀ひろば館 昭和46年 3月 木造モルタル塗り

三河島ひろば館 昭和46年 3月 木造モルタル塗り

荒川六丁目ひろば館 昭和46年 3月 木造モルタル塗り

町屋二丁目ひろば館 昭和44年11月 木造モルタル塗り

宮の前ひろば館 昭和44年 3月

小台橋ひろば館 昭和51年10月

西尾久みどりひろば館 昭和48年 4月 都営西尾久四丁目アパート敷地内

東尾久三丁目ひろば館 昭和52年11月

東尾久小沼ひろば館 昭和51年 7月

東日暮里二丁目ひろば館 昭和47年 3月

諏訪台ひろば館 昭和50年 4月

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）1直営

302㎡

経過

必要性

276㎡

288㎡

304㎡

287㎡

278㎡

165㎡

332㎡

299㎡

区民生活部 地域振興課
中田　　孝

大関　英広部課名

8,050

18年度

8,025

6,488
国（特定財源）

16年度15年度
8,1498,356

竣工年月 延床面積 備　　　　　　考

17年度

内線 2531担当者名
営繕費(3号事業館)

新規事業 20年度 19年度

7,550

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

14年度

計画区分

①決算額（20年度は見込み）
予算額

305㎡

302㎡

196㎡

161㎡

273㎡

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]

8,025

20年度19年度

都（特定財源）

実施
方法

8,050

（単位：千円）
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

6,488

6,488一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

高齢者の社会参加の促進[02-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

営繕費(3号事業館)（09-44-37-01）
営繕費(3号事業館･計画工事)（09-44-38-01）

事務事業の種類

課長名

年度平成

政策
施策

昭和
年度

根拠
法令等

38開始年度

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

8,025 8,050 7,092

5,235
4,506
2,586

7,092
30

13,556

11,361
10,567
2,989

13,556
35

8,684

11,670
6,976
1,708

8,684
20

4,442

5,096
4,442

4,442

18年度 19年度 20年度15年度 16年度 17年度14年度
家屋修繕経費(千円)

事項名
4,359 2,407 3,196

目的

対象者
等

実
績
の
推
移

　区民がより効果的で快適に3号事業(高齢者の心身の健康増進を図る事業)ひろば館を利用できるよう、
施設の修繕・改修工事を行う。

3,449 3,350
(見込)

終期設定

内容

名　　　　　称

03-04-12



事務事業分析シート（平成20年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

17年度 18年度 19年度
20年度
(見込)

継続

前年度設定

高齢者レクリエーション事業を実施していく上で、維持が必要である。

問題点・課題の改善策検討

－2,407 3,196 3,449

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

家屋修繕経費(千円) 3,350

宮の前ひろば館
空調機改修

1,729

西尾久みどりひろば
館給水館改修

1,103

2,646

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

家屋等修繕 3,367

地蔵堀ひろば館
非常階段塗装

家屋等修繕

町屋二丁目ひろば館
便器改修

町屋二丁目ひろば館
非常階段補修・塗装

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

3,196

東日暮里二丁目ひろ
ば館揚水ポンプ改修

1,285

3,449

299

節・細節

一般需用

工事請負

工事請負

家屋等修繕

小台橋ひろば館
非常階段塗装

瑞光ひろば館
空調機改修

工事請負

金額（千円）

平成19年度（決算）
金額（千円）主な事項

工事請負
荒川六丁目ひろば館
空調機改修

3,623
諏訪台ひろば館ﾛ
ﾋﾞｰ･事務室壁床改修

1,943

　小破修理・計画工事等を適正に行い、施設の維持管
理に努める。

　営繕経費の縮減に努めながらも、住民サービス低下
のない、施設の良好な維持管理が行える。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

施設･設備の老朽化により、今後補修経費の増加が見込まれる。

予
算
・
決
算
の
内
訳

03-04-12



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

● ○

○ 有● 無

● 法令基準内 ● 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

国（特定財源）
都（特定財源）
その他（特定財源）
一般財源

予算額

②人件費
①決算額（20年度は見込み）

経過

81

区内各地域において、ボランティアや健康増進等の活動を行っている単一高年者クラブ及び高年者クラブ相互
の連絡調整等を行う連合会に対し、その運営費の一部を助成することにより、高齢者福祉の向上に寄与する。

 高年者クラブは、概ね６０歳以上の者、５０人以上で構成する。連合会は、区内単一高齢者クラブで構成す
る。

(1)単一高年者クラブへの助成
    ・基本助成金　人数割　※クラブ数は20年度実績
　　　①１００人まで 21,000円（31クラブ）　　②１０１～１５０人  22,000円（38クラブ）
　　　③１５１～２００人 23,000円 （12クラブ）　 ④２０１人以上 24,000円（０クラブ）
　　・特別助成金 １クラブ　80,000円
(2)連合会への助成　　1,890,000円
     ①高年者クラブ連合会事務費補助   810,000円　②姉妹・友好都市との文化交流会　300,000円
     ③会長研修会　 380,000円　　④運動会助成金　400,000円
     *社会福祉協議会・東京都老人クラブ連合会からの補助もあり
(3)高年者社会奉仕団助成金　100,000円（チューリップ花壇整備）
(4)高齢者スポーツ普及事業（ＮＰＯ高年者クラブ連合会へ委託）　274,850円(平成１９年度)
   　グランドゴルフ、ペタンク、輪投げの指導者講習会（審判員の育成）・競技会の運営

・単一クラブには昭和３３年度から、連合会には昭和３７年度から助成
・平成１０年度　それまで社協が実施していた特別助成金を高齢者福祉課に移した。
・平成１２年度　高年者クラブに係る小規模補助金を統合（旧社会奉仕団助成事業補助金等）
・平成１４年４月　荒川区高年者クラブ連合会が、ＮＰＯ法人格を取得。
　　　　　　　　　特別助成金を１団体あたり年間80,000円とした（1万円の減）
・平成１６年度限りで、区が主催していた指導者講習会は廃止(高年者クラブの自主的な取り組みとする)

目的

対象者
等

内容

8,438

（単位：千円）

実
績
の
推
移

81
8,716

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

30,898

10,199

27,813

【事務分担量】（％）

81
9,077

83
9,525

82
9,842 9,665

83
14年度

83ｸﾗﾌﾞ数(6月1日現在)
会員数(6月1日現在)

事項名 18年度 19年度 20年度15年度 16年度 17年度

20年度

2,9912,931

19年度

27,726

30,717
27,636

27,636

29,706

30,170
29,904
2,733

32,637
132

30,684

31,452
30,216
3,413

33,629
112

2,945

31,037

31,251
30,675
3,417

34,092
112

3,055

30,826

27,553 27,765

3,0613,040

30,593

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

終期設定

年度平成昭和

年度

33開始年度

事務事業名

高齢者の社会参加の促進[02-01]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

高年者クラブ助成事業費(16-15-33-01)

事務事業の種類

課長名

内線 ２６７５

区内各地域において、社会奉仕、友愛及び健康増進等の活動を行っている単一高年者クラブ及び連合会の活動
に対し、運営費の一部を助成することにより、地域の活性化と高齢者福祉の向上に寄与しており必要性は高
い。

必要性

実施
方法

14年度 18年度17年度16年度15年度

2一部委託

30,898

32,117
30,593

3,085

合計（①＋②）

福祉部高齢者福祉課

山内伸江

高齢者スポーツ普及事業については、ＮＰＯ法人荒川区高年者クラブ連合会へ委託

担当者名
高年者クラブ助成事業

新規事業 20年度 19年度

計画区分

大内和彦部課名

荒川区高年者クラブ助成金交付要綱
根拠
法令等

31,61130,674
30,826

06-03-01



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明

85

金額（千円）金額（千円）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

・各クラブとも会員獲得に苦労しており、特に６０～６５歳代の会員が少なく後継者の育成が課題である。
・前期高齢者に対する活動内容の拡大
・単一クラブに対する補助金（特別助成金）の見直し
・地域貢献活動の拡充

会員の獲得や活動内容の拡大については、連合会主催の
「会長研修会」などで、テーマとして取り組んでもらう
よう働きかけを行う。

会員の増加や新規クラブの立ち上げの実現を図る。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

団塊の世代等を会員として獲得することにより、会員
の減少傾向の歯止めが期待できる。

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成19年度（決算）
主な事項主な事項

6福祉高齢者課嘱託員随行旅費

228 スポーツ普及事業委託 215
消耗品費0 0

節・細節

１４年二定　元気高齢者づくり方策について

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

福祉高齢者課嘱託員随行旅費

平成20年度（予算）

6
消耗品費 15
スポーツ普及事業委託 275

報償費 指導者講習会謝礼 0

スポーツ普及事業委託

特別旅費
一般需用費 消耗品費
委託料

指
　
　
　
　
標

推進

前年度設定

団塊の世代の受け皿となるよう、各クラブ及び連合会の活動の活性化を図
る必要がある。

問題点・課題の改善策検討

22

補助金（特別助成金）については、減少している会員の
獲得やＩＴ活動などに役立ててもらえるよう指導する。

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

負担金補助
及び交付金

単一クラブ、連合会 29,988 単一クラブ、連合会 29,683 単一クラブ、連合会 30,421

指標の推移
事務事業の成果とする指標名

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値

(22年度)

クラブ数

会員数

加入率

クラブ数の拡大
(各年度6月1日現在)

会員数の拡大
(各年度６月1日現在)

会員数÷60歳以上人口×100

83 81 81 81

11,000

20.00%

8,438

15.54%

9,525

18.16%

8,716

16.26%

9,077

17.22%

06-03-01



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業

○ ●

○有●無

○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

1,6001,600
1,600

600 800

２６６１

荒川区高齢者生涯学習団体補助金交付要綱
根拠
法令等

福祉部高齢者福祉課

内線大和田志全

予算の範囲内で、団体の文化教養活動に要した経費の一部を補助する｡

担当者名
高齢者生きがい事業補助
（シルバー大学）

新規事業 20年度

計画区分

　元気高齢者の社会参加や教養文化活動の奨励は、高齢者が生き生きと充実した生活を送るうえで非常に
重要なことである｡高齢者を対象とした教養講座や趣味講座等を行う団体にその運営経費の一部を助成す
ることは、高齢者の生きがいづくりの機会拡大につながり、必要性は高い｡

19年度

終期設定

必要性

実施
方法

14年度 18年度17年度16年度15年度 20年度19年度

事務事業名

高齢者の社会参加の促進[02-01]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

高齢者生きがい事業補助（１６－１５－６６－０１）

事務事業の種類

課長名 大内和彦部課名

1,600

900

1,6001,600

700

2,000

平成昭和

年度

12

1,000

開始年度

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

年度

600

1,600

800

1,200
1,200
1,724

2,924
20

1,200
1,200
427

1,627
5

800

1,027

600

1,600
1,600
256

1,856
3

1,600
1,600

20年度

1,600

800

20(不明)
850

800
16年度 17年度

1,0002,324
18年度 19年度

1
773

1 1
756

15年度

21(26) 24(30)
1,238

1
794

23(25)
1,186

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

1,600

736

14年度
1補助団体数

会員数(4月1日現在)

予算額

目的

対象者
等

内容

873

（単位：千円）

実
績
の
推
移 1,1371,235

1
856

　高齢者の教養文化活動を奨励するため、高齢者を対象とした教養講座や趣味講座等の文化活動を行う民間団
体に対し、その運営経費の一部を助成することにより、高齢者の知的活動と新しい仲間との出会いを促進し、
活気に満ちた健康で文化的な生活の実践を支援する｡

◎60才以上の者を対象とする団体　　◎５０人以上の会員を有する団体
◎社会教育団体又は学習団体として教育委員会に登録している団体
◎運営のための事務局員を配置していること､または事務局を配置して一元的に事務処理している団体

・補助対象経費　　事務局職員の賃金又は賃金の支払いが無い場合は事務処理上の備品購入費､消耗品
費、郵便料､電話料金、旅費
・補助金交付額　　教室受講者延人員(900人以上）と補助対象経費に応じて最大１６０万円まで

平成１２年度　新規事業として開始
平成１４年度　補助金交付要綱一部改正
　　　対象団体　会員数２００人以上→５０人以上
　　　　　　　　事務職員を配置していること→事務職員を配置又は事務局を設置していること
　　　対象経費　事務職員の賃金→事務職員の賃金又は事務処理上の経費
　　　補助額　　会員数に応じて８０万円まで→会員数に応じて１６０万円まで
平成１７年度　補助金交付要綱一部改正
　　　補助率見直し（一律１／２）
　　　補助額　会員数に応じて１６０万円まで→教室受講者延人員に応じて１２０万円まで
平成１９年度　補助金交付要綱一部改正
　　　補助対象経費が２４０万円を超える場合は１６０万円

経過

1

26(33)
1,245

②人件費
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）
国（特定財源）
都（特定財源）

登録受講者数(4月1日現在)
17(19)
1,025

20(22)
1,126

1直営

事項名

①決算額（20年度は見込み）

教科数(教室数)(4月1日現在)

その他（特定財源）
一般財源

06-03-02



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指
　
　
　
　
標

推進

前年度設定

平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

団塊の世代や元気高齢者の社会参加を促進するため、団体の活動の活性化
を図る必要がある。

問題点・課題の改善策検討

8 14

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

改善により期待する効果

補助金
負担金補助
及び交付金

主な事項

1,600

平成１６年四定　自民　元気な高齢者の社会参加、生きがい活動の支援策を強化すべき

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

補助金 1,600

金額（千円）金額（千円）予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成19年度（決算）

他
区
の
実
施

状
況 当シルバー大学と同程度の内容で実施している区

（文京、豊島、世田谷、中野、板橋、練馬、葛飾、江戸川）＊各区のホームページより検索

未実施実施

節・細節
平成20年度（予算）

補助金

主な事項

1,200

指標の推移
事務事業の成果とする指標名

補助対象団体の会員数（人）

加入率

756 794 856 1,050873

1,98%

登録受講者数

指標に関する説明

各年4月1日現在

会員数÷60歳以上人口×100

各年4月1日現在

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値
(22年度)

1,350

1.61%

1,245

1.66%1.54%

1,137 1,186 1,238

1.63%

06-03-02



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

● ○

○ 有● 無

● 法令基準内 ● 都基準内 ● 区独自基準 ● 計画 ○ 非計画

（ ） （直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

67,188

3,200
31,189

①決算額（20年度は見込み）

事項名
26,807

13,56013,560

大内和彦部課名

45,396
48,16349,913
47,271

18年度17年度

2677新井玄二郎

区はシルバー人材センターに補助金を交付し、都補助対象分について都に請求・受領する。なお、国補助につ
いては、都シルバー人材センター連合を通じて、直接シルバー人材センターに交付される。

担当者名
シルバー人材センター管理運営費等助成

新規事業 20年度 19年度

計画区分

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

実施基準

分野

必要性

実施
方法

45,39643,567

1直営

福祉部高齢者福祉課

内線

16年度15年度

課長名

高齢者の社会参加の促進[02-01]

14年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

シルバー人材センター管理運営費等助成費（16-25-33-01）

事務事業の種類

年度平成昭和開始年度

年度
荒川ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ補助金交付要綱・高年齢者の
雇用の安定等に関する法律等

根拠
法令等

62

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

12,882
3,200

47,271

3,200
28,636

3,200
35,712

52,099
51,264

530

51,794
17

12,882
3,200

32,851

12,882

49,232
48,933

648

49,581
22

3,200
29,462

50,926
45,157

817

45,974
26

5,781
32,030

50,306
50,306

50,306

20年度

12,49512,495

19年度

18年度 19年度 20年度15年度 16年度 17年度
1,195

127,317
406,841

74.4

130,178
1,275 1,342

151,809
624,294416,940 487,471

年度末会員数（人）

70.5 81.3
－

79.0

実
績
の
推
移

荒川区シルバー人材センターの事業に要する経費の一部を助成することにより、同センターの安定的な経営を
確保し、もって高齢者の福祉の向上に寄与する。

社団法人荒川区シルバー人材センター

補助対象経費及び補助額　　（平成20年度交付決定額　46,017,411円）
　人件費（７名）　５０，３６６，８７０円
　　センター職員給与規定に基づく正規職員の給与及び諸手当、社会保険料（事業主負担分）
　　中小企業退職積立金（事務局長　＠20,000×12ケ月、一般職員　＠10,000×12ケ月）
　管理運営費　　４，３５７，８７０円（消耗品・印刷製本・光熱水費等）
　嘱託員報酬　　２，３９８，４６６円
　差引国庫補助金相当額　　△１２，３００，０００円
　
補助金以外の経費及び金額
　全国シルバー人材センター協会賛助会費　　　　　　　５０，０００円
　荒川区シルバー人材センター運営資金貸付金　　３，２００，０００円

　平成１１年度より、荒川区立高齢者就業センター・荒川授産場・児童交通誘導業務の管理運営を委託。平成11年度～13
年度の間、事務の移行を円滑に進めるため区職員を派遣し、事務局職員体制の強化を図った。
　平成１１年度　区派遣職員　３人　事務局長（課長職）・次長（係長）・職員（事務職）
　平成１２年度　区派遣職員　３人　事務局長（部長職）・次長（係長）・職員（事務職）
　平成１３年度　区派遣職員　１人　次長（係長）
　平成１４年度 １４年４月１日公益法人派遣法施行に伴い、区職員の派遣を廃止
　平成１７年度  経営基盤強化補助を追加（単年度）  3,734,000円
　平成１８年度　繰越収支差額が1,000万円を超過したので、4,261,841円を区へ返還する。
　平成１９年度　繰越収支差額が1,000万円に満たないが税務署の指導があり精算による返還分を含め5,057,111円を区へ
返還。

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

43,567

130,138
－
－

436,955

79.271.3

1,500 －

5,578

（単位：千円）

213,863
637,562

1,457
211,806 －

14年度
1,299

一般財源

経過

目的

対象者
等

内容

終期設定

事務事業名

行政評価
事業体系

4,104 4,372 4,9763,728 3,839

予算額

②人件費

国（特定財源）
都（特定財源）
その他（特定財源）

就業延べ人数(人）
契約金額(千円)
就業率（％）
受託件数(件）

06-03-03



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

④

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区 ）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

就業実人員／会員数
78.9%

151,089 211,806 213,863

80.0%

215,000

82.0%

274,000就業延べ人員

1,063 1,184 1,304

就業率 79.2% 81.3%

17年度 18年度 19年度

指標の推移
事務事業の成果とする指標名

20年度
目標値

(22年度)

推進

前年度設定

高齢者人口の増大及び高齢化比率の上昇に伴い、高齢者の生きがいづくり
としても、就労機会の拡大を図ることは重要な課題である。

問題点・課題の改善策検討

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

指標に関する説明

貸付金

47,655
4,429

50

１５年二定
１５年三定
１６年一定　　　高齢者の雇用の確保・拡充について
１６年四定
１７年一定

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

3,200

人件費　（７名） 52,479
管理運営費

人件費　（７名）

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）金額（千円）主な事項予

算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成19年度（決算）

負担金補
助及び交
付金

※国庫補助金相当額12,740千円を減

運営資金貸付金3,200

51,751
4,430
2,242

会員数を拡大するとともに、会員に対する就業機会の拡充を図ることが大きな課題である。

企業等に対する受注拡大及び会員獲得のＰＲ活動の充実 就業延べ人員及び会員数の拡充につながる。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

嘱託職員報酬　(１名) 2,123
全国SJ協会賛助会費

4,430
嘱託職員報酬　(１名) 2,447

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施 22

指
　
　
　
　
標

※国庫補助金相当額12,300千円を減

運営資金貸付金3,200

節・細節

全国SJ協会賛助会費

管理運営費

※国庫補助金相当額12,300千円を減

50

人件費　（７名）
管理運営費

全国SJ協会賛助会費 50

 

嘱託職員報酬　(１名)

運営資金貸付金

1,500 1,900

1,200

1,342 1,457 1,500

1,558

会員数

就業実人数

06-03-03



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

○ ●

○ 有● 無

● 法令基準内 ● 都基準内 ● 区独自基準 ● 計画 ○ 非計画

（ ） （直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

17年度

3,000
4,1284,151

必要性

実施
方法

3,490

19年度

計画区分

14年度

2

荒川区シルバー人材センターの受注拡大と会員数拡大を図ることは、高齢者の就業や社会参加の促進に寄与す
るため、必要性は高い。

新規事業

都（特定財源）

4,064

4,183
①決算額（20年度は見込み）

シルバー人材センター受注拡大強化助成

16年度15年度 20年度19年度

　荒川区シルバー人材センター補助金交付要綱に掲げる補助対象経費について補助する。ただし、介護支援推
進事業は国庫補助対象事業になっており、平成１２年度からは経費の１／２が（財）東京都しごと財団を経由
して、荒川区シルバー人材センターに直接補助されることとなった。（国庫補助金名称　介護・育児サービス
促進事業）　また、就業分野拡大推進事業費（１５年度まで）、チャレンジ提案事業及びコミュニティ就業モ
デル事業（１６年度から）は都の補助対象事業になっているので、区が交付した補助金のうち補助対象部分を
都に請求し、受領する。

18年度

1直営

20年度

大内和彦部課名
事務事業名

課長名福祉部高齢者福祉課

内線 2677新井玄二郎担当者名

高齢者の社会参加の促進[02-01]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

シルバー人材センター受注拡大強化助成費（16-25-66-01）

事務事業の種類

開始年度

終期設定

年度

3,000

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

3,490

平成昭和

年度

1,500

予算額

②人件費

1,500 2,735

7551,500

2,652

3,122
3,122

530

3,652
17

1,000

2,771

3,128
3,123

648

3,771
22

1,000

922

3,129
1,129

793

1,922
25

1,000

2,195

3,195
3,195

3,195

1,000

20年度15年度 16年度 17年度

416,940

4,104
18年度 19年度

5,578
637,562

4,372
487,471

45.7:54.3

3,839
406,841

45.7:54.3 43.3:56.7

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

4,064

436,955

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）
国（特定財源）

2,564
14年度

3,728
事項名

受託件数（件） 4,976
624,294

52.0:48.049.0:51.0 51.4:48.6 －

経過

○平成　６年度　都の補助対象事業となる事業及び民間企業の受注拡大を図るための企業開拓員の報酬を補助
○平成１０年度　国庫補助（介護支援推進事業補助金）の補助対象となる。補助期間は平成１０年度から５年間
○平成１１年度　介護支援事業を推進するための嘱託員報酬を補助
○平成１２年度　就業分野拡大を目的とする事業に対し補助。（平成１１年度から都補助金の補助対象事業となる。補助期
間５年間）。介護支援推進事業嘱託員の報酬は引き続き補助対象だが、国庫補助金は直接シルバー人材センターに交付され
ることとなったため、区の補助は１／２補助とする。
○平成１３年度　事業補助金として４，０００千円が国から追加交付
○平成１６年度　従来の就業分野拡大推進事業に対する都補助が終了し、新たに「チャレンジ提案事業」及び「コミュニ
ティ就業モデル事業」 が補助対象となった。これに伴い、区の補助内容も見直し、就業分野拡大推進事業費に対する補助は
１５年度限りで廃止の予定であったが、3,000千円のうち931千円を経過措置として交付し、残り2,069千円は新たに都補助対
象となったチャレンジ提案事業に対して交付した。
○平成１９年度　チャレンジ提案事業が終了となり、新たに自主事業等開発推進事業が補助対象になる（補助金200万円）。
なお、本年度は当事業について、ｼﾙﾊﾞｰとしては実施していない。

目的

対象者
等

内容

根拠
法令等

荒川区シルバー人材センターの受注拡大と会員数拡大に要する経費を助成することにより、同センターの受注
と会員数拡大を図り、高齢者の就業を充実させる。

社団法人荒川区シルバー人材センター

○補助対象事業及び補助額等（平成１9年度）
　・高齢者生活援助サービス事業補助（嘱託員報酬）
  　　高齢者生活援助サービス事業嘱託員１名分の報酬及び社会保険料事業主負担分。
　　  補助率１／２（限度額　１，１２８，７４７円）
  ・自主事業開発推進事業補助
　　  ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰの創意工夫のある意欲的な自主事業創設の取組みに対する助成
　　　限度額（２００万円）

－
－

（単位：千円）

実
績
の
推
移

契約金額(千円)
公民比率（公：民）

その他（特定財源）
一般財源

06-03-04



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状
況

（
要
旨
）

487,471 624,294 637,562

45.7:54.3 52.0:48.0 51.4:48.6

608,000

54.0:46.0

－

－

4,976 5,578 － 5,200

指標に関する説明

受託件数

契約金額(千円)

公民比率

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値

(22年度)

4,372

今年度設定

指
　
　
　
　
標

22

重点的に推進

前年度設定

シルバー人材センターが新たな事業に進出し、会員数及び受注先の拡大を
図ることは重要である。

問題点・課題の改善策検討

重点的に推進

分類についての説明・意見等

高齢者生活援助サービ
ス事業費負担金補

助及び交
付金

指標の推移
事務事業の成果とする指標名

1,129

就業分野拡大推進事業費

高齢者生活援助サービス事
業費

0
(19年度交付せず)

自主事業開発推進事業自主事業開発推進事業 0

１５年二定
１５年三定
１６年一定　　　高齢者の雇用の確保・拡充について
１６年四定
１７年一定

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

チャレンジ提案事業費 2,000

1,123

節・細節

高齢者生活援助サービ
ス事業費

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

1,195

2,000

金額（千円）主な事項

　会員数を拡大するとともに、会員に対する就業機会の拡充を図ることが大きな課題である。

企業等に対する受注拡大及び会員獲得のＰＲ活動の充実 就業延べ人員及び会員数の拡充につながる。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

金額（千円）

平成19年度（決算）

他
区
の
実

施
状
況

１６年度からの新規事業（チャレンジ提案事業）については、１８年度は14区が実施
１６年度からの新規事業（コミュニティ就業モデル）については、１８年度は2区で実施

未実施実施

予
算
・
決
算
の
内
訳

06-03-04



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

○ ●

○ 有● 無

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

－

（単位：千円）

・１２年度　検討会を開催
 ◇高齢者団体として「荒川区高年者クラブ連合会」「シルバー人材センター」「シルバー大学」各２
   名、専門知識を有する講師２名の合計８名で実施し、さらに、社会福祉協議会等がオブザーバー参加
・１３年度  定年退職者向け市民ボランティア活動講座の開催
 ◇社会福祉協議会との共催で、定年退職者及び退職予定者を対象に、参加者の自主的な社会参加を促進
   するための講座を５回シリーズで開催。１４年度より社会福祉協議会へ委託

経過

79

80
18年度事項名

実
績
の
推
移

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

149

14年度 19年度 20年度15年度 16年度 17年度

79

933

79

159

159

158
854

1,012
10

154
1,025

1,179
12

1,195
12

80

81 79

8080

161

目的

対象者
等

内容

地域への係わりが希薄なサラリーマン等が、定年退職後の地域社会活動を自ら企画立案して積極的な社会参加
を実現できるよう支援する。

区内在住の定年退職者や定年退職予定者で、自主的な社会参加に向けた意欲のある者

　今後の高齢者の社会参加促進のため、社会参加意識が希薄なサラリーマンＯＢ等へのアプローチが不可欠で
ある。区内在住の定年退職者又は定年退職予定者が、これまでに培った知識、経験を活かし社会活動に参加で
きるよう、年１回、定年退職者向け市民ボランティア活動講座「新世界発見」を開催している。
１９年度　参加者が持つ様々な一芸（趣味や特技等）を活用して、ボランティア活動につなげるための「一芸
DEボランティア講座」全３回(3/6・13・15 サンパール荒川 集会室、荒川老人福祉センター)を開催
　第１回 ３/６  １８時３０分～２０時３０分　サンパール荒川　４階集会室
           ①NPOゼファーまちづくり　講師　石森宏　②日本ケアリングクラウン研究所　講師　高田佳子
　　　　　 ③阿波踊り　葵連　講師小峯郁恵
　第２回 ３/１３　１８時３０分～２０時３０分　サンパール荒川　４階集会室
           住民流福祉総合研究所　所長　木原孝久
　第３回 ３/１５　１３時３０分～１５時３０分　荒川老人福祉センター　４階会議室
           希望者に一芸を披露又はプレゼンテーション
１８年度事業内容　「フォークソングライブ・コンサートを資金０円から開催までの講座」全３回
　第１回 ３/２９  １９時～２１時　 講演・ミニライブ　講師：小室　等　町屋文化センター ホール
　第２回 ３/３０　１９時～２１時 　講演・ミニライブ　講師：むげん（石塚章正）他　アクロス荒川
　第３回 ３/３１　１４時～１６時　 講演・ミニライブ　講師：JAM　FAMILY他　アクロス荒川
 ※18年度は、17年度までの講座形式と違い、コンサート形式で行ったため、3日間の延べ人数が134人
　 となった。（3日間連続受講者は20名）
１６年度　参加者が自主的かつ積極的に生きがいを見つけるための講座（５回シリーズ開催）
１７年度　定年退職者等の社会参加の促進と地域社会への復帰と生きがい活動の実践を支援する「ボラン
　　　　　ティア市民活動（シニア活動支援）講座『新世界発見』」全４回

159

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

課長名

終期設定

年度平成昭和

年度
「高齢者の社会参加しくみづくり」実施計画書

根拠
法令等

12開始年度

161
1,034

158

事務事業名

高齢者の社会参加の促進[02-01]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

高齢者福祉事業事務費（１６－３５－４０－０１）

事務事業の種類

定年退職者等が在職時の経験と知識を活用した地域での社会参加と生きがい活動の実践を支援していくこと
は、地域社会の活性化に寄与するのみならず、区にとってもメリットがあり必要性は高い。

149

【事務分担量】（％）

予算額

②人件費

161

74

149合計（①＋②）
国（特定財源）
都（特定財源）

20年度19年度14年度
158 159

部課名 福祉部高齢者福祉課

計画区分

159①決算額（20年度は見込み）

必要性

実施
方法

3委託

内線 2675山内伸江

社会福祉協議会に委託

担当者名
高齢者の社会参加しくみづくり

新規事業 20年度 19年度

大内和彦

18年度17年度16年度15年度

161
161161

その他（特定財源）
一般財源 75 1,100

15 13 134

1,115

15 150講座参加者 16

06-03-05



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

千代田、港、新宿、墨田、品川、目黒、杉並、足立、葛飾、江戸川

未実施実施

講座終了後に結成された自主グループの継続的な育成をどのように進めるのか。

金額（千円）

平成19年度（決算）
予
算
・
決
算
の
内
訳

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節

１４年二定　元気高齢者づくり方策の展開について
１６年四定　元気な高齢者の社会参加、生きがい活動の支援策について

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

事業費 126
事務費

事業費
12

管理費 212020 管理費

主な事項
110
28

事業費
事務費

125
9 事務費

管理費
委託料

指
　
　
　
　
標

問題点・課題の改善策検討

10 12

自主グループの継続的な育成については、委託先である
社会福祉法人荒川区社会福祉協議会ボランティアセン
ターでのフォローアップを検討する。

ボランティアの活動継続と活性化が図れる。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

推進

前年度設定

地域社会の活性化にとって、定年退職者等の社会参加を促進する意義は大
きい。

17年度 18年度 19年度
指標に関する説明

金額（千円）

参加者数／募集定員　※18年度は
コンサート形式で行ったため、参
加率増となった。

指標の推移

講座参加率（％） 53

事務事業の成果とする指標名
20年度

目標値
(22年度)

96 46 － 100

06-03-05



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

● ○

○ 有● 無

● 法令基準内 ● 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

19年度会議室貸出実績

65㎡ 40名

64㎡ 40名

64㎡ 40名

［住所］荒川区荒川１－３４－６　 ［敷地面積］７７７．６８㎡ ［延床面積］９５９．７９㎡

［構造］地下１階地上４階建 ［施設内容］機能回復訓練室・相談室・いこい室・娯楽室・茶室・浴室・会議室等

（ ） （直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

生活･健康診査･健康相談延べ件数
機能訓練･入浴延べ人数
行事･教室延べ人数
いこい･会議室延べ人数

15年度

57,769
63,966 63,223 60,862

57,737
2,155

591
632

59,539

1,677
77

都（特定財源） 1,508

18年度17年度16年度

　高齢者が地域の中で教養を高め、明るく豊かな高齢期を過ごすためには、相談・講座・行事等実施できる施
設が、閉じこもりを防ぐ観点からも必要である。

指定管理者である社会福祉法人荒川区社会福祉協議会に管理運営委託（平成19年度実績 62,550千円）
人員配置（常勤職員）所長１・事務員２　計３人
（非常勤職員）健康相談員２･生活相談員１・リハビリ指導員１・推進員４・看護婦１・用務員２

20年度

3委託

19年度

56,224

57,851
2,391

60,242

56,224

28

必要性

山田正枝担当者名

荒川区立荒川老人福祉センター条例・施行規則
　　　　〃　　　　会議室の利用に関する要綱終期設定

年度 根拠
法令等

４００円

高齢者が、住み慣れた地域の中で、教養を高め、明るく豊かな高齢期を過ごすことができるよう、老人福祉セ
ンターにおいて、生活相談や健康相談、機能訓練等を行うとともに、各種行事や教室を開催する

満６０歳以上の方(教材費一部自己負担あり)、会議室利用について一般貸出は有料

実施
方法

内容

会議室１

会議室２

②健康相談（健康で快適な生活を維持するための指導援助［毎日］と嘱託医による週１回の健康診査

③機能訓練（脳卒中などによる後遺症がある方や身体機能の低下が認められる要介護認定非該当の方を

④入浴（火曜日午前１０時～１２時・午後１３時～１５時、土曜日午後１３時～１５時）

①生活相談（生活上の問題の相談に応じ情報提供［毎日］）

　昭和４５年１２月１日開設。全面改築に合わせて平成６年１２月１日荒川老人福祉センターと荒川在宅

⑦いこい室事業（カラオケ・民謡・踊り・手芸・舞台装飾等）

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

0
645国（特定財源）

63,062

59,892
25【事務分担量】（％）

合計（①＋②）

60,839
②人件費
①決算額（20年度は見込み）

計画区分

高齢者の社会参加の促進[02-01]

20年度 19年度

実施基準

分野

事務事業の種類 新規事業

昭和開始年度

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

事務事業名 老人福祉センター管理運営

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

老人福祉センター管理運営費・事務費(16-75-50-01)
老人福祉センター管理運営費・営繕費(16-75-75-01)

課長名 大内和彦部課名 福祉部高齢者福祉課

内線 ２６７８

⑧会議室の貸出

57,769

14年度

60,839

65,504

施策

平成

年度

45

81
55,366

2,182
585

107
57,01854,011

591

114

0
1,1601,150

65,897
64,745
3,160

67,905
37

0

103
60,139

1,138
64,063

86
66,669

66,361
66,361

66,361

15年度 16年度 17年度 18年度 20年度19年度
3,215

14,109
5,342

12,498
5,000
1,800

15,00011,215 14,482
22,85720,450 22,109

2,944
4,2506,621

14年度
1,734

事項名
1,673
6,310

目的

対象者等

（単位：千円）

実
績
の
推
移 23,106

12,547 12,944
33,00024,791 21,854

1,494
5,512

1,626
4,928

　［毎週水曜日午後２時～３時３０分］）

　対象として、リハビリ指導員による訓練と健康相談員・看護師による自主訓練を原則毎日実施［午前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　９時３０分～１１時３０分］）　

　ト・ＩＴ講習会・公開講座等）

⑥各種教室・定例事業（書道・英語・フラダンス・フォークダンス・コーラス・インターネットスポッ

⑤各種行事（新春行事・文化祭・高齢者福祉週間・吟詠大会・高年者芸能大会等）

高齢者

一　般

計 1,276５００円

５００円４００円

午　後
1：00～5：00

午　後
6：00～10：00

使　　　用　　　料

経過 高齢者通所サービスセンターを併設した、高齢者センターオープン。平成７年４月より荒川区社会福祉協

議会に管理運営委託。平成１８年４月１日より荒川区社会福祉協議会が指定管理者となる。

５００円

５００円会議室３

件　数

予算額

５００円４００円 ５００円

1,236

40

定　員 午　前
9：00～12：00

その他（特定財源）
一般財源

06-03-06



事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

12,498 14,109 15,000

33,00021,85424,791

指標の推移
事務事業の成果とする指標名 指標に関する説明

延べ件数
生活・健康審査・健康相談

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値

(22年度)

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

推進

前年度設定

介護予防の観点からも、元気な高齢者にとって魅力のある事業を展開する
必要がある。

問題点・課題の改善策検討

40,234
9,857

人件費
管理費

7,371 事業費

金額（千円）

平成19年度（決算）

8,183
委託料

人件費
管理費
事業費

工事請負費

44,083
10,284

空調機センターコンソール取替え 389 2,195

10,399
事業費 7,839
１階ｴｱｰｶｰﾃﾝ改修 1,125

管理費

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

人件費 46,998

機械室漏水部改修

平成20年度（予算）
主な事項 金額（千円）

　年々入館者人数が増えてきて、交流の場である３階のいこい室・娯楽室のバリアフリー化が求められる。

いこい室・娯楽室のバリアフリー化を図るために、畳から
フローリングに改修し、入口に手摺りを設置する。

利用者にとって安全で、利用しやすい施設となる。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

機能訓練・入浴

行事・教室

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

指
　
　
　
　
標

予
算
・
決
算
の
内
訳

節・細節
金額（千円）主な事項

いこい・会議室

延べ件数

延べ件数

延べ件数

12,944

23,106

5,0004,2505,3424,928

－

－

－

－

2,944 1,8001,626 3,215

06-03-06



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

● ○

○ 有● 無

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

　一般の企業に就職することが困難な高齢者や生活困難者に設備と仕事を提供することにより、健康の保持や
生きがいづくりに寄与するとともに、生活安定の一助とする。

１　６０歳以上の荒川区民、２　生活困難者、３　その他区長が適当と認めたもの
※２及び３に該当するものは収入基準あり…利用申込者の属する生計中心者の収入については、地方税法に規
定する市町村民税の所得割が90,000円未満であること。

施設の概要
１　 所在地　　　荒川区東尾久４丁目３２番７号
２　 延床面積　　１０８８．５２㎡（このうち、４８４．６２㎡が授産場部分）
３　 構造等　　　鉄筋コンクリート造り　地上３階・地下１階
４　 施設内容　　作業室・利用者休養室（施設３階部分）
５　 定員　　　　場内２９名・居宅５８名（平成１８年度末現在の利用者数　場内１９名、居宅１名）
６　 開設日　　　平成５年４月６日｢高齢者就業センター」落成。平成１１年同ｾﾝﾀｰへ授産場移転。

昭和５５年３月１日　東京都から事務移管（施設所在地　荒川区東尾久５丁目４５番１１号）
　　　　　　　　　　旧授産場譲渡を受ける。（２０年間の用途指定あり）
平成１１年度　　　　授産場の管理運営の一部をシルバー人材センターに委託。同時に、高齢者就業
　　　　　　　　　　センター内（現所在地）に移転。旧施設は当分の間授産場倉庫として使用。
平成１３年度　　　　区派遣事務職員廃止、シルバー人材センター非常勤職員が対応。
平成１４年度　　　　区派遣職員　場長（シルバー人材センター次長、就業センター所長兼務）廃止
平成１８年度　　　　就業センター廃止に伴い会議室を加える
　　　　　　　　　　指定管理者制度を導入（指定管理者：シルバー人材センター）

経過

－
46

14年度

－
21
11

257

－

235
4

238
0

239
実
績
の
推
移 13

249
居宅利用者数(年間実働人員)

224
27
21

1
19 2123 19
1 －8 05

20年度15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

18,754
397

19,151
19,151

19,151

17,776
-3,201

17,286
13,758

817

14,575
26

17,536
4,909

22,728
21,558

887

22,445
32

17,065
-6,893

11,279
9,523

649

10,172
22

9,213

18,297
-8,955 -8,715

17,928

9,342

開始年度

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

9,108

目的

対象者
等

内容

行政評価
事業体系

生涯健康都市[Ⅰ]

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策

平成昭和

年度
社会福祉法・生活保護法・荒川区立荒川授産場
条例・荒川区立荒川授産場規則・要綱

根拠
法令等

54

事務事業名

高齢者の社会参加の促進[02-01]

実施基準

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

荒川授産場管理運営費・事務費(16-80-50-01）
荒川授産場管理運営費・営繕費(16-80-75-01)

事務事業の種類

課長名

終期設定

年度

16,792
-7,684

都（特定財源）
その他（特定財源）
一般財源

必要性

実施
方法

14年度

平成１１年度より社団法人荒川区シルバー人材センターに管理運営を委託
平成１８年度より指定管理者制度を導入（指定管理者：シルバー人材センター）
平成18年度指定管理料実績13,504千円 (精算による返還額4,532千円は19年度に歳入）
人員配置　常勤９人（うちシルバー会員６人）場長1名、事務員2名、指導員6名

20年度19年度
（単位：千円）

9,108

予算額

②人件費
【事務分担量】（％）

国（特定財源）
合計（①＋②）

福祉部福祉高齢者課

内線

計画区分

18年度17年度16年度

授産場において、一般の企業に就職することが困難な高齢者や生活困難者に仕事を提供することは、健康の保
持や生きがいづくりに寄与するとともに、生活安定の一助となる。

2677新井玄二郎

新規事業 20年度 19年度

大内和彦部課名

9,342
11,02811,038
9,213

15年度

担当者名
荒川授産場管理運営（人件費等）

11,093

3委託

①決算額

事項名
場内利用者数(年間実働人員)

場内利用者数(年度末)
居宅利用者数(年度末)
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況 　中央区、渋谷区、北区、板橋区、足立区、江戸川区

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円） 金額（千円）
節・細節

金額（千円）

平成19年度（決算）
主な事項

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

1,993

平成20年度（予算）

8,320人件費
8,021管理費

事務費
光熱水費

事務費 235

22
9,180
7,986

870

人件費
管理費 5,758

主な事項

7,765
役務費 電話料

人件費
管理費

改修工事等
203

3,297

問題点・課題の改善策検討

6

指
　
　
　
　
標

未実施実施

○定員は２９名だが、作業ｽﾍﾟｰｽを確保できず、２０名程度しか受け入れることができない。また、作業員の高
齢化に伴い作業効率が低下すると、受注拡大を図っても対応が困難となる。
○事務移管時の譲渡契約上の用途指定期間が過ぎたこともあり、高齢者向けの授産施設を廃止する区も出てい
る。都も15年度限りで廃止している。利用者の年齢及び作業内容がシルバー人材センター事業と類似しているた
め、一体化を検討していく必要はあるが、授産場場内利用者は高齢化しており、シルバー人材センターの理念で
ある「自主・自立」の出来る年齢・体力を兼ね備えている利用者は非常に少ない。指導員のような手助けの出来
る者が必要であり、一体化していく上での課題は大きい。
○１３年度において、一社が受託加工代金を未支払いのまま倒産した（そのまま回収できず）。

居宅利用者数（年間実働人員）

延べ人数

延べ人数

継続

前年度設定

利用者の高齢化や雇用状況の変化等を踏まえ、現状の規模で実施する。継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

事務費

外壁改修

817

場内利用者数（年間実働人員） 238

0

指標の推移
事務事業の成果とする指標名 指標に関する説明

委託料

光熱水費
工事請負費

17年度 18年度 19年度 20年度
目標値

(22年度)

－

－

－

－

239

1

235

4

06-03-07



事務事業分析シート（平成２０年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業

● ○

○ 有● 無

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ● 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

事項名

①決算額

場内利用者数(年間実働人員)

一般財源
その他（特定財源）

②人件費

－

目的

対象者
等

内容

実
績
の
推
移

243
0

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

6,037

32,352

経過

行政評価
事業体系

事務事業名

実施基準

一般の企業に就職することが困難な高齢者や生活困難者に仕事を提供することにより、健康保持や生きがいづ
くりに寄与するとともに、生活安定の一助とする。

－

（単位：千円）

5,594

国（特定財源）
都（特定財源）

－

443

24,801

239
1

27,01024,216
11

257 235
4

24,657支払工賃(平均月額)
居宅利用者数(年間実働人員)

18年度14年度
224
46

20,721

249
27

19年度 20年度15年度 16年度 17年度
474

474
474

474

1,232

488
439
793

1,232
25

1,374

488
487
887

1,374
32

7,575
649

8,224
22

6,845
445

7,130
1,094440

6,260

54

授産場において、一般の企業に就職することが困難な高齢者や生活困難者に仕事を提供することは、健康の保
持や生きがいづくりに寄与するとともに、生活安定の一助となる。

平成１１年度より社団福祉法人荒川区シルバー人材センターに管理運営を委託。
平成１８年度より指定管理者制度を導入（指定管理者：シルバー人材センター）
平成１８年度指定管理料実績445千円（精算による返還額42千円は19年度に歳入）

20年度19年度
7,796

開始年度

生涯健康都市[Ⅰ]分野

終期設定

事務事業の種類

課長名

計画区分

大内和彦

社会福祉法・生活保護法・荒川区立荒川授産場
条例・荒川区立荒川授産場規則・要綱

根拠
法令等

年度平成昭和

年度

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

必要性

実施
方法

高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]政策

施策 高齢者の社会参加の促進[02-01]

昭和５５年３月１日　東京都から事務移管（施設所在地　荒川区東尾久５丁目４５番１１号）旧授産場
                    譲渡を受ける。（２０年間の用途指定あり）
平成１１年度　　　　授産場の管理運営の一部をシルバー人材センターに委託。同時に、高齢者就業
                    センター内（現所在地）に移転。旧施設は当分の間授産場倉庫として使用。
平成１３年度　　　　区派遣事務職員廃止、シルバー人材センター非常勤職員が対応。
平成１４年度　　　　区派遣職員　場長（シルバー人材センター次長、就業センター所長兼務）廃止
平成１８年度　　　　就業センター廃止に伴い会議室を加える
　　　　　　　　 　 指定管理者制度を導入（指定管理者：シルバー人材センター）により支払工賃及び
                    受託収入については、シルバー人材センターが事務を執行する。

１　６０歳以上の荒川区民、２　生活困難者、３　その他区長が適当と認めたもの
※２及び３に該当するものは収入基準あり…利用申込者の属する生計中心者の収入については、地方税法に規
定する市町村民税の所得割が90,000円未満であること。

○仕事の概要　　高年齢者等に適した簡易な仕事を民間企業等から受注し、その加工代金を出来高等に
                応じて、利用者に支払う。
○利用形態　　　場内作業：授産場に通い場内で作業。居宅作業：授産場に材料を取りにきて自宅で製品
                に仕上げ、授産場へ納品
○作業種目　　　箱折り、箱詰め、おたよりカバー掛け、手帳鉛筆紐付け、菓子袋ヘッター付け、シール
                貼り、和裁等
○その他　　　　嘱託医による問診、血圧測定等の健康相談

3委託

内線 2677新井玄二郎

7,290

7,672

6,700

6,700

20年度 19年度

福祉部高齢者福祉課

担当者名
荒川授産場事業運営（その他事業）

部課名

荒川授産場事業運営費・その他事業費（16-85-66-01）
事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（20年度）

新規事業

14年度
7,619予算額

18年度17年度16年度15年度

7,290
7,497

6,037
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事務事業分析シート（平成２０年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標の推移
事務事業の成果とする指標名 指標に関する説明

延べ人数

目標値
(22年度)

20年度19年度18年度17年度

235

延べ人数

場内利用者数（年間実働人員）

居宅利用者数（年間実働人員）

－

－

252

12

238

0

239

4 1

27,010

委託料
23

事業費

事業費(嘱託医報酬、消
耗品)

464
嘱託医報酬
事業費

平成19年度（決算）
主な事項 金額（千円）

23

節・細節

他
区
の
実

施
状
況 　中央区、渋谷区、北区、板橋区、足立区、江戸川区

未実施実施

主な事項

－

金額（千円）

平成20年度（予算）
主な事項予

算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

28
事務費

395嘱託医報酬
28
23

消耗品

問題点・課題の改善策検討

6

指
　
　
　
　
標

支払工賃(平均月額） 27,50032,35224,657

利用者の高齢化や時代状況の推移等を踏まえ、現状の規模で実施する。

今年度設定

事務費

○定員は２９名だが、作業ｽﾍﾟｰｽを確保できず、２０名程度しか受け入れることができない。また、作業員の高
齢化に伴い作業効率が低下すると、受注拡大を図っても対応が困難となる。
○事務移管時の譲渡契約上の用途指定期間が過ぎたこともあり、高齢者向けの授産施設を廃止する区も出てい
る。都も15年度限りで廃止している。利用者の年齢及び作業内容がシルバー人材センター事業と類似しているた
め、一体化を検討していく必要はあるが、授産場場内利用者は高齢化しており、シルバー人材センターの理念で
ある「自主・自立」の出来る年齢・体力を兼ね備えている利用者は非常に少ない。指導員のような手助けの出来
る者が必要であり、一体化していく上での課題は大きい。
○１３年度において、一社が受託加工代金を未支払いのまま倒産した（そのまま回収できず）。

改善により期待する効果平成21年度以降に取り組む具体的な改善内容

事務費 21

395

継続

前年度設定

事務事業の分類

継続

分類についての説明・意見等
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